【未創業・創業５年未満の方】

～ 平成２３年度 ～

創業プランコンテスト


	（様式１）
	創業プランコンテスト参加申込書
	Ａ４片面１枚
	1頁

	（様式２）
	申込者の概要
	Ａ４両面１枚
	2 ～ 3 頁

	（様式３）
	事業計画説明書
	Ａ４両面１枚
	4 ～ 12頁

	
	
	
	


· 裏面の「提出書類確認表」で、提出する様式および添付書類を確認してください。

· ここで定めた様式については、それぞれ10部（コピー可）提出してください。

提出書類確認表

申請にあたっては、以下の書類等を提出してください。

提出書類の種類は「起業者」と「事業者」、また「個人」と「法人」で異なりますのでご注意ください。なお、提出書類の詳細については、別添の「応募様式」を参照してください。

	提出書類等
	部数
	起業者
	事業者

	
	
	
	個人
	法人

	［様式１］平成２３年度創業プランコンテスト参加申込書
	10
	◎
	◎
	◎

	［様式２］申込者の概要
	10
	◎
	◎
	◎

	［様式３］事業計画説明書　（※1）
	10
	◎
	◎
	◎

	申込者の住民票の写しまたは外国人登録済証明書（※2）
	1
	◎
	◎
	

	登記簿謄本または現在事項全部証明（※2）
	1
	
	
	◎

	平成22年度住民税納税証明書（※2）
	1
	◎
	◎
	

	個人事業納税証明書（※2）
	1
	
	○
	

	法人都民税・法人事業税納税証明書（※2）
	1
	
	
	○

	創業5年未満であることを証明できるもの
	1
	
	◎
	

	最新の確定申告書の「控え」（別表４を含む）の写し（原本持参）
	10
	
	◎
	○

	経費見込額を証明するもの（見積書・明細書など）（※3）
	1(9)
	◎
	◎
	◎

	最新の決算書（貸借対照表、損益計算書）の写し
	10
	
	○
	○

	会社概要（企業や事業を紹介するパンフレットなど）
	10
	
	○
	○

	事業概要の補足資料（製品等の説明書、写真、現物など）
	10
	○
	○
	○

	事業計画書（「様式３」以外でスケジュールや収支計画を示すもの）
	10
	○
	○
	○


◎＝必ず提出　○＝可能であれば提出

(※1) 事業計画説明書の作成については、区の中小企業相談員がご相談に応じます。ご希望の場合は、足立区産業経済部中小企業支援課（3870-8400）まで電話にてお申し込みください。

(※2) 発行日から３ヵ月以内の原本を1部提出してください。

(※3) 原本１部の他、写しを９部提出してください。





平成　　年　　 月　　 日

（提出先）足立区長

住所（又は所在地）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

申込者氏名（又は、社名及び代表者名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　

平成２３年度創業プランコンテスト参加申込書

下記の事業について、足立区創業プランコンテスト実施要綱第１０条の規定により創業プランコンテストの参加を申し込みます。

なお、本申請書及び添付書類等については、創業プランコンテスト募集要項に記載された事項を理解し、これに基づいて記載したものに相違ありません。
記

1. 事業名（事業内容を具体的に20字～25字程度で簡潔に記載してください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2.申込者の現在の業務内容

3.企業者の沿革

	年　　月　　日
	

	年　　月　　日
	

	年　　月　　日
	

	年　　月　　日
	

	年　　月　　日
	

	年　　月　　日
	


4.事業を開始する（した）日

平成　　年　　月　　日

※ 「事業を開始する」とは、法人登記をすること又は税務署へ開業届けを出すことをいう。

申込者の概要

1. 事業者について

	（フリガナ）
	

	企業名

（組合名・屋号）
	

	（フリガナ）
	
	生年月日
	大正 ・ 昭和 ・ 平成

	代表者氏名
	
	
	　　 年　　 月　　 日（　　歳）

	住　　所
	〒　　　－　　　　



	連 絡 先
	（固定電話）　
	（ＦＡＸ番号）　

	
	（携帯電話）　
	（Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）　

	ＵＲＬ
	http://　

	所属団体名
	（何らかの団体に属している方のみ記入してください。）

　

	株主構成等
	氏　　　名
	関　　　係
	比　率
	主　要　取　引　先

	
	
	
	
	
	仕入/販売

	
	
	
	
	
	仕入/販売

	
	
	
	
	
	仕入/販売

	
	
	
	
	
	仕入/販売

	
	
	
	
	
	仕入/販売

	代表者の略歴
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	

	
	年　　月　　日
	


2. 企業概要

	事業形態
	1.個人事業主　　2. 株式会社　　3. 特定有限会社　　3. 企業組合等　　4.任意団体

5.その他（　　　　　　　　　　　　）

	設 立 日
	明治 ・ 大正 ・ 昭和 ・ 平成 　　　　年　　　　月　　　　日

　※未創業の場合は、開業届出予定日又は、法人登記申請予定日

	所 在 地
	

	資 本 金
	　　　　　万円　　　　　　うち、大企業からの出資の割合（　　　％）

	役員・従業員数
	合計　　　名（役員：　　　名、従業員：　　　名、アルバイト等：　　　名）

上記の役員数のうち、大企業の役員・職員等を兼ねている人数の割合（　　　％）

	業　　種
	1.製造業　2.建設業　3.運輸業　4.卸売業　5.サービス業　6.小売業　7.その他


3. 今回参加申込みをした事業計画について（いずれかに○をつけてください）
（1） この事業計画は未発表のものですか

1. 発表したことはない。

2. 他のコンテストなどに発表したことがある。

（2） 今回参加申込みをした事業計画について、他の機関が実施する補助金・助成金等の交付を受けたり、申請したりすることがありますか？若しくはありましたか？

1. 申請を行ったことがない。また行う予定もない

2. 申請を行う予定がある

3. 申請を行ったが現在審査中である

4. 申請を行ったが不採択だった

5. 申請した結果、採択され交付を受けた

6. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（3） 今回申込んだ事業以外で、他の機関から何らかの補助金・助成金等の交付を受けたり、申請したりすることがありますか？若しくはありましたか？

1. 申請を行ったことがない。また行う予定もない

2. 申請を行う予定がある

3. 申請を行ったが現在審査中である

4. 申請を行ったが不採択だった

5. 申請した結果、採択され交付を受けた

6. その他（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

（4） 上記（1）と（2）において、1以外に○を付けた方のみ内容を記入してください。

（実施機関の名称）　　　　　　　　　　　　（補助金・助成金等の名称）　　　　　　　　　　　　

（申請事業内容）　1.この事業　2.他の事業　

（審査の結果）　　1.採択された　2.採択されなかった　3.未審査又は結果が判明していない
（補助金・助成金等の交付）　1.交付を受けた（　　　万円）　2.交付を受けていない　3.審査中　

4. 担当者

この補助金の申込み全般を担当する方の氏名等を記入してください。

· 申込者本人が担当者を兼ねる場合は、記入する必要はありません。

· 書類提出時や面接審査時に会社概要や事業内容を説明できる方を担当者としてください。

	（フリガナ）
	
	代表者との関係
	

	担当者氏名
	
	
	

	連 絡 先
	（固定電話）　
	（ＦＡＸ番号）　

	
	（携帯電話）　
	（Eﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ）　


事業計画説明書

1. 事業名（様式１に記載した事業名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

2. 事業活動の場所

（1） この事業を行う主な場所

（名　称）　　　　　　　　　　　　　　（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（2） その他の活動場所

（名　称）　　　　　　　　　　　　　　（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（名　称）　　　　　　　　　　　　　　（所在地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（3） 将来的に、足立区外に事業を拡大する予定はありますか？

　1.ある　　2.ない　　3.未定　　（「ある」と回答した方のみ、その時期と場所を記入してください。）

（拡大時期）　　　年　　　月頃　　（拡大する地域）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（4） 将来的に、足立区外に事業の本拠を移転する予定はありますか？

　1.ある　　2.ない　　3.未定　（「ある」と回答した方のみ、その時期と場所を記入してください。）

（移転時期）　　　年　　　月頃　　（移転予定地）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	3. 事業概要

何をどのような方法で製作・構築し、どのような方法・仕組みで収益を得るかを記入してください。




4. 事業目的

	起業動機や、この事業が社会的に必要とされている理由について、記入してください。




5. 事業内容が斬新である理由

(１) 商品、サービスなどの独自性

	競合他社又は類似する事業を行っている他者の事業と比較して、新しい点、優位な点、顧客に対してのメリットがある点などをＰＲしてください。




 (２) 経営手法の新規性

	このビジネスに関して、新しいビジネスモデルの構築であると自負する経営手法があれば、その点を記入してください。また、既に存在するビジネスモデルなどを応用して事業化する場合は、その状況について、記入してください。




(３) 独創性

	このビジネスに関して、特許や実用新案の出願をしていれば、その状況を記入してください。また、既に存在する特許などを利用して事業化する場合は、その状況について、記入してください。




6. 実現性や可能性がある理由（補足する資料があれば添付してください。）

（1） 実現性

	この事業を実現する上で、どのような問題やリスクがありますか？また、それらをどのように解決しますか？




（2） 市場性

	この事業では、どのようにして、想定されている顧客に商品やサービスなどを購入してもらいますか？　また、どのようにＰＲや販売促進を行い、販路を確保しますか？




（3） 事業体制

	事業を行うにあたって事業協力者がいる場合は、記入してください。




7. 事業の対象範囲と継続性

	この事業は、どのような市場（客）を対象としていますか。また、いつごろまで収益があると見込んでいますか？

（具体的な販売予定があれば、それも記載してください）




8. 事業の地域性

	事業全体のうち足立区内で行う事業活動の割合はどれくらいですか？また、この事業が足立区の地域性や区民ニーズに合致している点はありますか？




9. 事業の従事者

（1） この事業のために要する従業者数　　　　　　　　　　　　（　　　人）

（2） 現在の社員数（　　　人）のうち、この事業に従事する人数（　　　人）

10. 事業にかかる新規雇用者（この事業のために新たに雇用を行う場合のみ記入してください。）

（1） 新たに雇用する人数　　　　　　　　　（　　　人）

（2） 新たに雇用を行う期間　　　　　　　（　 年　 月　～　 年　 月）

（3） 新規雇用の形態（いずれかに○）　　　（ 1.正社員　　2.パート・アルバイト等　　3.その他 ）

11. 事業化の見込み（開発する新製品、新技術、新サービス等によって売上げが生じる見込時期。既に事業化済みの場合は、その日とする。）

　　　　年　　　　月　　　　日頃

12. 全体計画（すでに事業に取り組んでいる場合は、その起点から記入してください。）

	期　　間
	項目
	内　　　容

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	

	年　　月
	～
	年　　月
	
	


· この事業に関して、他に詳細な全体計画がある場合は、様式は問いませんので添付してください。

13. 現在の進捗状況

上記の全体計画のうち、現時点での進捗状況を詳しく記入してください。

	


14. 資金計画（最長３か年）

この事業全体にかかる資金の調達と使途の総額とその内訳を、最長でも３か年の範囲内で記入してください。

【資金の調達】　事業のために必要な資金をどのように調達するのか記入してください。

	調達の内訳
	金　　額
	現況・内訳・時期

	区からの補助金（補助金交付希望額）
	円
	現在、申請中

	自己資金
	円
	

	金融機関借入
	足立区制度融資からの借入
	円
	

	
	東京都制度融資からの借入
	円
	

	
	国民生活金融公庫からの借入
	円
	

	
	一般金融機関からの借入
	円
	

	
	その他の借入
	円
	

	その他
	
	円
	

	
	
	円
	

	
	
	円
	

	合　　　　　計
	円
	


「現況・内訳」には、その資金調達がどのような状況であるかを記入してください。

例えば、借入金については、「借入予定」、「借入申請済」又は「借入決定済」等と記入してください。

【資金の使途】　調達した資金を何に使うのか記入してください。

	資金の使途
	金　　額
	内訳・時期

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	
	円
	

	合　　　　　計
	円
	


15. 補助金の対象経費（「募集要項」2頁参照）

前頁の資金計画（最長３か年）で記入した「資金の使途」のうち、補助金の対象となる経費について、
今年度中に支払う見込額と積算根拠を記入してください。

また、その積算根拠を補足する見積書などがあれば、それを添付してください。（Ａ４で４枚程度）

【平成23年度（H23.4.1～H24.3.31）の支払見込額】
	経費区分
	使途
	積算根拠（単価×数量、月額×月数など）
	総額見込（円）

	創業支度費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	創業事務費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	事務所開設費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	初期人件費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	委託費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	販売促進費
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	合　　　　計　（ア）
	
	
	
	
	
	
	
	
	


16. 補助金交付希望額

次の計算式で今年度の補助金額（上限）を算出し、補助金希望額を記入してください。

（1） 各経費の補助金額

	上記（ア）×１／２＝
	（イ）　　　　万円（１万円未満切り捨て）


（2） 補助金額の上限

	（イ）＜50万円の場合は、補助金交付対象外です。
	補助金額の上限（ウ）
　　　　万円

	50万円≦（イ）＜200万円の場合の場合は、（イ）
	

	200万円≦（イ）の場合は、200万円
	


（3） 平成23年度の補助金交付希望額（ただし、上記（ウ）を上限とする。）

	
	
	
	万円


 17. 利益計画書

　※　利益計画は、この事業計画書の事業についてのみ記入すること。（既存事業は含まない）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	利益計画
	1年後
	2年後
	3年後

	　売上高
	
	
	

	　　仕入原価等
	
	
	

	　売上粗利益
	
	
	

	　　販売管理費等
	
	
	

	　営業利益
	
	
	

	　経常利益
	
	
	

	　当期利益
	
	
	

	　特記事項


　　　　※　計数が大幅に増減する見込みや計数について根拠等があれば特記事項に記入すること。













































起業者の範囲





◆ これから事業をはじめようとする方で、申込日現在、「開業届」または「法人登記」を行なっていない方


（例：独立を考えている会社員、主婦、学生など）


※ すでに何らかの事業を営んでいる方が、別の会社や事業所を立ち上げる場合は、「起業者」には含まれませんので、ご注意ください。
























































事業者の範囲






































区受付番号�
区収受印�
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応募様式





※業務上この事業に関連がある事柄を記入





◆ すでに何らかの事業を営んでいる方


◆ 申込日現在、「開業届」または「法人登記」が済んでいる方


◆ 企業組合、協同組合、協業組合（組合として申請する場合は「法人登記」が済んでいることが条件）


◆ 複数の事業者によって構成された任意団体


※ 事業者の場合は、平成2３年4月1日現在、創業後5年未満（平成１８年４月１日以降創業）が対象となりますのでご注意ください。














